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１．計画策定の背景と 目的 

（１）計画策定の背景 

 19 9 5 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災では、地震と 火災により 6 ,4 3 4 人の尊い命が失われま

した。地震による直接的な死者数は 5 ,5 0 2 人にのぼり、約 9 割にあたる 4 ,8 3 1 人は建築物の倒壊

や家具の転倒によって亡く なったと 言われています。この地震では、19 8 1 年 5 月 3 1 日以前の耐震

設計基準（旧耐震基準）によって建築さ れた建築物の被害が顕著であったこと が分かっています。また、

2 0 16 年 4 月に発生した熊本地震でも、建築物の耐震基準が新しいものほど大きな被害が少ない傾

向にあること が分かっており、建築物の耐震性を確保し、倒壊等による被害を軽減すること の重要性

が改めて明らかになっています。 

 国は阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて 19 9 5 年 12 月に「建築物の耐震改修の促進に関する法律

（以下、「耐震改修促進法」と いう 。）」を制定し、19 8 1 年 5 月までに建てられた旧耐震基準の建築物に

ついて、積極的に耐震化を進めていく こと と しました。 

 その後、2 0 0 5 年 9 月の中央防災会議において、被害軽減対策の中でも死者数の軽減に最も効果

的である“建築物の耐震化”が社会全体の国家的な緊急課題と して位置づけられました。これを受けて、

2 0 0 6 年 1 月に耐震改修促進法が改正さ れ、市町村は、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図

るための基本的な方針（以下、「国の基本方針」と いう 。）」及び都道府県耐震改修促進計画を勘案して、

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画を定めるよう 努めること と さ れました。隠岐

の島町においては、2 0 10 （平成 2 2 ）年 3 月に「隠岐の島町耐震改修促進計画」を策定し、耐震化促進

のための取り組みを行ってきました。 

 国では、2 0 11 年 3 月に発生した東日本大震災による甚大な被害を受けて、今後発生が予想さ れて

いる東海地震、東南海・南海地震等の被害を未然に防止するため、2 0 13 年に耐震改修促進法を 、

2 0 16 年に国の基本方針を改正し、建築物の耐震化の促進のための規制強化や耐震化の円滑な促進

のための措置を盛り込みました。これを受けて島根県でも 耐震化の一層の向上を目指すこと と して、

2 0 17 年 3 月に「島根県建築物耐震改修促進計画（以下、「県計画」と いう 。）」が新たに策定さ れてい

ます。 

 本町においては、2 0 10 年に策定した「隠岐の島町耐震改修促進計画」の期間を 2 0 15 ( 平成 2 7 ) 年

度までと していること から、改正さ れた耐震改修促進法や県計画などを踏まえて、「隠岐の島町耐震改

修促進計画」を改定し、新たに「隠岐の島町建築物耐震改修促進計画（以下、「本計画」と いう 。）」として

策定すること と します。 
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（２）目的 

 本計画は、隠岐の島町内の住宅及び建築物の耐震化を促進すること で、地震による建築物の倒壊被

害を軽減し、町民の生命及び財産を守ること 目的と しています。 

 

２．促進計画の位置づけ 

 本計画は、国の基本方針及び県計画を受けて、耐震改修促進法第 6 条第 1 項に規定さ れる市町村

耐震改修促進計画と して策定するものです。 

 防災基本計画による島根県地域防災計画（震災編）及び隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）と の

連携・整合を図りながら策定し、施策を展開していきます。 

 

３．対象区域及び対象建築物 

 本計画の対象区域は、隠岐の島町全域と します。 

 本計画の対象建築物はすべての建築物と します。国の基本方針や県計画では、住宅や特定建築物を

対象に目標を設定し、積極的に耐震化を図ること と しています。そのため、本計画でも 次の表の建築

物について目標を設定して耐震化を進めていきます。 

【目標を設定して耐震化を図る建築物】 

建築物の種類 備考 

住宅 戸建住宅、長屋住宅、共同住宅を含むすべての住宅 

特定建築物※１ 

多数の者が利用する建築物 

 学校、病院、事務所など多数の者が利用する建築物のう ち、一定以上の規模を持

つ建築物 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

 一定数量以上の火薬類や石油類などの危険物を貯蔵・処理する建築物 

地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物 

 地震によって倒壊した場合に緊急輸送道路の通行を 妨げ、住民の避難や支援活

動を困難にするおそれのある建築物 

町有建築物※２ 隠岐の島町が所有する建築物 

※１ 用途の詳細や規模等の要件については次ページ以降を参照。 

※２ 国・島根県が所有する建築物は原則と して建築物の所有者が耐震化を図るも のと する。 
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【特定建築物等の要件】 

用途 
特定建築物 

の対象と なる規模要件 

要緊急安全確認大規模建築物 

の対象と なる規模要件 

①
多
数
の
者
が
利
用
す
る
建
築
物 

学校 小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若

しく は特別支援学校 

階数 2 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数 2 以上かつ 3 ,0 0 0 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

上記以外の学校 階数 3 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 － 

体育館（一般公共の用に供さ れるもの） 階数 1 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 階数 1 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場 

その他これらに類する運動施設 

階数 3 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 

階数 3 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 
病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 － 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
階数 3 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、下宿 
－ 

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその他こ

れらに類するもの 
階数 2 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 階数 2 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セ

ンターその他これらに類するもの 

幼稚園、保育所、幼保連携型認定こども園 階数 2 以上かつ 5 0 0 ㎡以上 階数 2 以上かつ 1,5 0 0 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 

階数 3 以上かつ 1,0 0 0 ㎡以上 

階数 3 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホ

ールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する

サービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建

築物を除く 。） 
－ 

車両の停車場又は船舶若しく は航空機の発着場を構

成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するも

の 

階数 3 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は

駐車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な

建築物 

②危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 
政令で定める数量以上の危険物を

貯蔵又は処理するすべての建築物 

階数 1 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上（敷

地境界線から 一定距離以内に存す

る建築物に限る。） 

③地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物 

耐震改修促進計画で指定する道路

の沿道建築物であって、一定の高さ

を超えるもの 

－ 

※耐震改修促進法では、新耐震基準に適合しない建築物を「既存耐震不適格建築物」と 定義しており、その

う ち、不特定多数の者が利用する大規模建築物など（要緊急安全確認大規模建築物）や耐震改修促進計

画で指定さ れるも の（要安全確認計画記載建築物）の所有者に対して、耐震診断を 義務づけし、耐震改

修の努力義務を課しています。 

※また、特定建築物や住宅など、その他の既存耐震不適格建築物の所有者に対しても 、耐震診断及び耐震

改修の努力義務が課さ れています。 
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【政令で定める危険物の種類及び数量等】 

特定建築物の 

対象と なる要件 

要緊急安全確認大規模建築物 

対象と なる要件 

危険物の種類 危険物の数量 
階数 1 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

敷地境界線からの距離の要件 

①
火
薬
類
（
法
律
で
規
定
） 

イ 火薬  10  t  

火薬類取締法施行規則で規定す

る火薬類の種類及び数量に応じ

た第１種保安距離 

ロ 爆薬  5  t  

ハ 工業雷管若しく は電気雷管又は信号雷管  5 0 万個 

二 銃用雷管  5 0 0 万個 

ホ 実砲若しく は空砲、 

  信管若しく は火管又は電気導火線 

 5 万個 

へ 導爆線又は導火線  5 0 0  k m  

ト 信号炎管若しく は信号火箭又は煙火  2  t  

チ その他の火薬を使用した火工品 

  その他の爆薬を使用した火工品 

 火薬 10  t  

 爆薬 5  t  

②消防法第 2 条第 7 項に規定する危険物 危険物の規制に関する 政令

別表第 3 の指定数量の欄に

定める数量の 10 倍の数量 

5 0  m  ③危険物の規制に関する政令別表第 4 備考第 6 号に 

 規定する可燃性固体類及び同表備考第 8 号に規定 

 する可燃性液体類 

可燃性固体類 3 0  t  

可燃性液体類 2 0  ｍ3  

④マッチ  3 0 0 マッチトン※ 

⑤可燃性のガス（⑦及び⑧を除く 。）  2 万 ｍ3  13 .3 3  m  

⑥圧縮ガス  2 0 万 ｍ3  一般高圧ガス保安規則、コンビナ

ート等保安規則、液化石油ガス保

安規則等に規定する保安距離等

（コンビナート等保安規則第５条

第１項第５ 号に規定する 製造施

設の場合は 5 0 ｍ） 

⑦液化ガス  2 ,0 0 0  t  

⑧毒物及び劇物取締法第 2 条第 1 項に規定する毒物 

 又は同条第 2 項に規定する劇物（液体又は気体の 

 ものに限る。） 

毒物 2 0  t  

劇物 3 0 0  t  － 

※マッチトンはマッチの計量単位。 

  1 マッチトンは、並列マッチ（5 6 ×3 6 ×17 ㎜）で 7 ,2 0 0 個、約 12 0 ㎏ 

 

【要安全確認計画記載建築物】 

区分 要安全確認計画記載建築物の要件 

防災拠点建築物 

都道府県耐震改修促進計画で指定さ れた、建築物大規模な地震が発生した

場合において、その利用を 確保すること が公益上必要な病院、官公署、災害

応急対策に必要な施設等の建築物 

地震発生時に通行を 確保すべき

道路沿いの建築物 

耐震改修促進計画で指定する重要な避難路の沿道建築物であって、一定の

高さ を超える建築物 
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【地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物の要件】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画期間 

 本計画の計画期間は、2 0 18 ( 平成 3 0 ) 年度から 2 0 2 5 年度までの 8 年間と します。 

 計画期間中は、社会・経済情勢や関連計画等の改定等に対応して計画内容を見直します。また、耐震

化の進捗状況及び施策の取り組み状況について点検・成果の検証を行い、必要に応じて目標の見直し

を行います。 

 

  

■前面道路幅員が 12 ｍを超える場合 

 幅員の 1/2 の高さ を超える建築物 

■前面道路幅員が 12 ｍ以下の場合 

 6 ｍの高さ を超える建築物 
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１．地震災害の履歴 

（１）島根県における地震 

 島根県で発生した地震又は島根県に影響を及ぼした地震は、次の表のと おりです。 

 歴史的にみると 島根県内全域で大規模地震が発生しており、大規模な地震がいつどこで発生しても

おかしく ない状況であると 認識する必要があります。 

【島根県で発生又は島根県に影響を及ぼした地震】 

発生年月日 
名称 

（震央地名） 

地震の規模 

( マグニチュード )  
被害状況 

8 8 0 年 11 月 2 3 日 出雲 7 .4  神社仏閣家屋転倒 

10 2 6 年 6 月 16 日 石見 不明 万寿の大津波、石見地方沿岸に大被害 

18 7 2 年 3 月 14 日 石見浜田地震 7 .1  死者 8 0 4 人、負傷者 7 0 2 人 

19 14 年 5 月 2 3 日 島根県東部 6 .3  外壁の亀裂、土地の崩壊・亀裂等 

19 4 3 年 9 月 10 日 鳥取地震 7 .2  外壁の亀裂、屋根瓦の落下、煙突が折れる 

2 0 0 0 年 10 月 6 日 鳥取県西部地震 7 .3  全半壊 6 10 等、一部損壊 3 ,4 5 6 棟 

2 0 0 1 年 3 月 2 4 日 芸予地震 6 .7  文教施設 9 棟、社会福祉施設 3 棟等で被害 

 

（２）隠岐の島町における地震 

 隠岐の島町ではこれまで、津波による被害は発生していますが、地震の揺れによる大き な被害はほ

と んど報告さ れていません。しかし、2 0 16 年の鳥取県中部地震では震度 5 弱の強い揺れが観測さ れ

ました。想定を超える規模の地震の発生等も鑑みて、対策を実施していく 必要があります。 

【隠岐の島町における地震】 

発生年 名称 被害状況 

19 8 3 年 日本海中部地震 津波により隠岐島、島根半島を 中心に負傷者 5 人、住家床上浸水 15 2

棟、同床下浸水 2 7 9 棟、耕地冠水 2 9 h a 、漁船被害 3 0 5 隻、橋梁被害

1 箇所、人災世帯 15 2 世帯、人災者数 4 9 6 人の被害があった。 

19 9 3 年 北海道南西沖地震 津波により隠岐島、島根半島を 中心に負傷者 5 人、住家床上浸水 5 棟、

同床下浸水 7 8 棟、漁船被害 9 8 隻等の被害があった。 

2 0 0 0 年 鳥取県西部地震 北方、城北町、西町で震度 4 の揺れが観測さ れた。建物、人的被害はな

い。 

2 0 16 年 鳥取県中部地震 城北町で震度 5 弱の揺れが観測さ れた。建物、人的被害はない。 

  

第 2 章 建築物の耐震化の現状等及び問題点、課題 

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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２．想定さ れる地震の規模及び被害の状況 

（１）隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）による被害想定 

 島根県では、地震・津波に対する防災対策を計画するため、大きな被害が予想さ れる地震に対して科

学的・客観的手法により被害を想定する「島根県地震被害想定調査」が 2 0 12 （平成 2 4 ）年に実施さ

れています。 

 「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」では、この調査により想定さ れた地震及び被害について、

その概要がまと めています。 

 
●想定さ れる地震の規模と 震度 

 島根県への影響や地域性を考慮して、次の 9 つの地震が想定さ れています。 

【島根県地震被害想定調査で被害想定に用いられた想定地震】 

 
想定地震名 

地震の規模 

( マグニチュード )  

地震動 

の想定 

津波の 

想定 
地震のタイプ 想定理由 

陸

域

の
地

震 

宍道断層の地震 7 .1  ○ － 内陸の浅い地震 断層 

宍道湖南方の地震 7 .3  ○ － 内陸の浅い地震 
微小地震 

発生領域 

大田市西南方の地震 7 .3  ○ － 内陸の浅い地震 断層 

浜田市沿岸の地震 7 .3  ○ － 内陸の浅い地震 歴史地震 

弥栄断層帯の地震 7 .6  ○ － 内陸の浅い地震 断層 

海

域

の
地

震 

佐渡島北方沖の地震 

【参考】 

佐渡島北方沖の地震 

7 .8 5  

 

8 .0 1  

－ ○ プレート境界の地震 国の調査 

出雲市沖合の地震 

( 断層北傾斜及び南傾斜)  
7 .5  ○ ○ 海域の浅い地震 断層 

浜田市沖合の地震 7 .3  ○ ○ 海域の浅い地震 歴史地震 

隠岐北西沖の地震 7 .4  － ○   

※「【参考】佐渡島北方沖の地震（Ｍ8 .0 1）」及び「隠岐北西沖の地震」については、津波浸水想定のみ   

 （被害想定は未実施）。 

 

  

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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   【地震動の想定を対象と した地震の断層位置】   【津波の想定を対象と した地震の断層位置】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の想定地震における隠岐の島町での地震動予測では、いずれの想定地震の場合においても 震

度 3 以下と なっています。ただし、「隠岐北西沖の地震」については地震動の想定が行われておらず、

その影響は不明です。 

 
   【各想定地震の地表における震動分布】 

  ■宍道断層の地震    ■宍道湖南方の地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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  ■大田市西南方の地震   ■浜田市沿岸の地震 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  ■弥栄断層帯の地震    ■出雲市沖合（断層北傾斜）の地震 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
  ■出雲市沖合（断層南傾斜）の地震  ■浜田市沖合の地震 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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●地震被害の想定 

 被害想定結果は表のと おりです。想定さ れる被害の大部分は津波によるも ので、地震の揺れや液状

化による被害はほと んど発生しない結果と なっています。しかし、想定を超える規模の地震の発生等

も鑑みて、耐震化に取り組んでいく こと が必要です。 

【陸域での地震の場合の被害想定】 

種別 被害項目 被害単位 

想定地震 

宍道断層 
宍道湖 

南方 

大田市 

西南方 

浜田市 

沿岸 

弥栄 

断層帯 

斜面・ 

ため池 

斜面崩壊 
危険性が高い急傾斜地( 箇所)  0  0  0  0  0  

危険性が高い地すべり地( 箇所)  0  0  0  0  0  

ため池危険度 危険性が高いため池( 箇所)  0  0  0  0  0  

建物被害 

揺れによる 

被害 

全壊数( 棟)  0  0  0  0  0  

半壊数( 棟)  0  0  0  0  0  

液状化による 

被害 

全壊数( 棟)  － － － － － 

半壊数( 棟)  － － － － － 

急傾斜地崩壊 

による被害 

全壊数( 棟)  － － － － － 

半壊数( 棟)  － － － － － 

被害合計 
全壊数( 棟)  0  0  0  0  0  

半壊数( 棟)  0  0  0  0  0  

地震火災 

( 冬 18 時)  

出火 出火件数( 件)  － － － － － 

延焼 焼失棟数( 棟)  － － － － － 

人的被害 

( 冬 5 時)  

建物倒壊 

による死傷者 

死者数( 人)  0  0  0  0  0  

負傷者数( 人)  0  0  0  0  0  

急傾斜地崩壊 

による死傷者 

死者数( 人)  － － － － － 

負傷者数( 人)  － － － － － 

屋内収容物 

転倒による 

死傷者 

死者数( 人)  － － － － － 

負傷者数( 人)  － － － － － 

ブロック塀 

倒壊による 

死傷者 

死者数( 人)  － － － － － 

負傷者数( 人)  － － － － － 

火災 

による死傷者 

死者数( 人)  － － － － － 

負傷者数( 人)  － － － － － 

被害合計 
死者数( 人)  0  0  0  0  0  

負傷者数( 人)  0  0  0  0  0  

※斜面・ため息については危険度ランクＡのみ。 

※被害想定時間は、火災については夕食を準備する時間帯である 18 時、人的被害については人が最も 

  自宅にいる時間帯である 5 時と しています。 

  

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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【海域での地震の場合の被害想定】 

種別 被害項目 被害単位 

想定地震 

佐渡島 

北方沖 

( Ｍ7 .8 5 )  

出雲市沖合 

( 断層北傾

斜)  

出雲市沖合 

( 断層南傾

斜)  

浜田市沖合 

斜面・ 

ため池 

斜面崩壊 
危険性が高い急傾斜地( 箇所)  

想定なし 
0  0  0  

危険性が高い地すべり地( 箇所)  0  0  0  

ため池危険度 危険性が高いため池( 箇所)  想定なし 0  0  0  

建物被害 

揺れによる 

被害 

全壊数( 棟)  

想定なし 

0  0  0  

半壊数( 棟)  0  0  0  

液状化による 

被害 

全壊数( 棟)  － － － 

半壊数( 棟)  － － － 

急傾斜地崩壊 

による被害 

全壊数( 棟)  － － － 

半壊数( 棟)  － － － 

津波による 

被害 

全壊数( 棟)  7 7  4  － － 

半壊数( 棟)  15 3  3 8  4 1  － 

床上浸水( 棟)  18 8  6 9  6 3  19  

床下浸水( 棟)  17 3  16 7  2 2 0  6 2  

被害合計 
全壊数( 棟)  7 7  4  － － 

半壊数( 棟)  15 3  3 8  4 1  － 

地震火災

( 冬 18 時)  

出火 出火件数( 件)  想定なし － － － 

延焼 焼失棟数( 棟)  想定なし － － － 

人的被害

( 冬 5 時)  

建物倒壊 

による死傷者 

死者数( 人)  
想定なし 

0  0  0  

負傷者数( 人)  0  0  0  

急傾斜地崩壊 

による死傷者 

死者数( 人)  
想定なし 

－ － － 

負傷者数( 人)  － － － 

屋内収容物 

転倒による 

死傷者 

死者数( 人)  

想定なし 

－ － － 

負傷者数( 人)  － － － 

ブロック塀 

倒壊による 

死傷者 

死者数( 人)  

想定なし 

－ － － 

負傷者数( 人)  － － － 

津波による 

死者 

死者数( 人)  

地震発生後、避難のケース 
0  0  0  0  

死者数( 人)  

地震発生後、避難なしのケース 
8 8  8  8  － 

火災 

による死傷者 

死者数( 人)  
想定なし 

－ － － 

負傷者数( 人)  － － － 

被害合計 
死者数（人） 8 8  8  8  － 

負傷者数（人） － － － － 

※斜面・ため息については危険度ランクＡのみ。 

※被害想定時間は、火災については夕食を準備する時間帯である 18 時、人的被害については人が最も 

 自宅にいる時間帯である 5 時と しています。  

出典：「隠岐の島町地域防災計画（震災対策編）」 
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（２）ゆれやすさ マップによるゆれやすさ の想定 

 地震による地表での揺れの強さ は、主に、震源の断層に関する「震源特性」、地震波の震源からの伝

播経路に関する「伝播特性」、表面地盤のかたさ ・やわらかさ に関する「地盤特性」の３つによって変化

します。 

 一般的には、地震の規模が大き い〔震源特性〕ほど、また震源から近い〔伝播特性〕ほど、地震による

揺れは大きく なります。しかし、地震の規模や震源からの距離が同じ であっても 、表層地盤の違い〔地

盤特性〕によって揺れの強さ は大きく 異なり、表層地盤がやわらかい場所ではかたい場所に比べて揺

れが大きく なります。この効果を「表層地盤のゆれやすさ 」と して表現し、1 k m メ ッシュで表層地盤の

ゆれやすさ を推定した「表層地盤のゆれやすさ 全国マップ」が 2 0 0 5 （平成 17 ）年に内閣府によって作

成・公開さ れました。 

 このゆれやすさ マップによると 、隠岐の島町全体は一部を除き、概ね計測震度増分が小さ く なってお

り、ゆれにく いと 評価さ れています。 

【表層地盤のゆれやすさ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、一律にマグニチュード 6 .9 の地震（震源上端深さ = 4 k m ）を想定した場合の計測震度は、概ね

「6 弱」、一部周囲よりゆれやすいと 評価さ れた地域では「6 強」になると 想定さ れています。 

【一律にマグニチュード 6 .9 の震源を想定した場合の震度分布】 

 

 

 

 

 

 

 

  

※計測震度増分と は 

 地表での地盤の揺れは、表層のやわらかい地盤の影響で深部より も

大きく ゆれる。地表での揺れの強さ は、表層地盤のやわらかさ の程度に

よっている。 

 この図は、各地の平均よりも やわらかい地盤に対して、地表での揺れ

が深部（工学的基盤）でのゆれに対して大きく なる割合（計測震度増分）

を示したものである。 

出典：内閣府 H P「表層地盤のゆれやすさ 全国マップ」 

 

出典：内閣府 H P「表層地盤のゆれやすさ 全国マップ」 


